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27番号：７－１ 未達成の指標
【アウトカム指標】

理由 改善事項
平成27年度
目標26番号：７－１

独立行政法人労働者
健康福祉機構運営費
（労災病院の運営）

＜事業概要＞
・全国に30の労災病院
を有し、労災病院ネッ
トワークを形成。
・労災疾病等に関する
予防から治療、リハビ
リテーション、職場復
帰に至る一貫した高
度・専門的医療の提
供。
※労災病院の運営、施
設整備は、全て自前
収入（医業収入）で
賄っている。

（担当：労働基準局労
災管理課）

平
成
26
年
度
目
標

②患者の意向を尊重し、良質
で安全な医療を提供するた
め、患者満足度調査を実施
し、患者から満足のいく医
療が受けられている旨の評
価を全病院平均で入院
90％以上、外来75％以上、
入外平均80％以上得る。

患者の意見等を踏まえ、形式の
見直しにより質問項目及び評価
項目について大幅な見直しを
行ったところであるが、特に評価
項目の表現を「どちらでもない」
から「普通」へ変更した結果、こ
れまでの調査で「やや満足」と回
答していた人が「普通」へ移行し
たことにより、前年度までの継続
性を欠く結果となり、目標が未達
成となった。

②利用者の視点に立った医
療サービスを提供するため、
患者満足度調査の結果を
患者サービス委員会の活
動を通じて、業務の改善に
反映するとともに、各労災
病院で、「労災病院間医療
安全相互チェック」を実施す
るとともに、職員一人一人
の医療安全に関する知識・
意識の向上を図るため、医
療安全に関する研修を開
催する。また、医療の安全
性及び透明性の向上により
患者からの信頼を確保する
ため、労災病院における医
療上の事故等の発生状況
をホームページ上で公表す
るとともに、各労災病院で
重要課題を取り上げ、再発
防止対策の徹底と情報の
共有化を図る。

【アウトカム指標】
②患者の意向を尊重
し、良質で安全な
医療を提供するた
め、患者満足度調
査を実施し、患者
から満足のいく医
療が受けられてい
る旨の評価を全病
院 平 均 で 入 院
90％以上、外来
75％以上、入外平
均80％以上得る。

平
成
26
年
度
実
績

②患者満足度72.3%（前年度
実績82.5%）

※入院84.9％、外来66.1％、
入外平均72.3％

【アウトプット指標】
独立行政法人労働
者健康福祉機構の
中期目標を達成する
（対象期間：平成26
年４月～平成31年３
月）。

○ 平成26年度実績評価：C評価の事業

資料３－３

「社会復帰促進等事業に係る平成26年度成果目標の実績評価及び平成2７年度成果目標」（案）に関する総括表



27番号：７－２ 未達成の指標
【アウトカム指標】

理由 改善事項
平成27年度
目標26番号：７－２

独立行政法人労働者
健康福祉機構運営費
（医療リハビリテーショ
ンセンターの運営）

＜事業概要＞
・労働災害等による中
枢神経麻痺などの障
害を被った勤労者に
対し、高度かつ専門的
な医療水準の治療及
び医学的リハビリテー
ションを行うため、医
療リハビリテーション
センター（１箇所）を設
置。
・同センターでは、被災
労働者等の病気やけ
がの機能障害レベル、
生活様式・職業・家庭
状況などを総合的に
判断し、治療プログラ
ムを作成するなどによ
り、言語聴覚士（ST)、
医療ソーシャルワー
カー（MSW)など専門
のリハビリテーション
スタッフが対応。また、
生活支援機器等の開
発の実施。
等

（担当：労働基準局労
災管理課）

平
成
26
年
度
目
標

②患者の疾患や状態に応じ
た最適な医療の提供はもと
より、職場・自宅復帰後の
日常生活上の指導・相談に
至るまでのきめ細かい支援
を通じて、患者満足度調査
において、それぞれ入院
90％以上、外来80％以上、
入外平均85％以上の満足
度を確保する。

患者の意見等を踏まえ、形式の
見直しにより質問項目及び評価
項目について大幅な見直しを
行ったところであるが、特に評価
項目の表現を「どちらでもない」
から「普通」へ変更した結果、こ
れまでの調査で「やや満足」と回
答していた人が「普通」へ移行し
たことにより、前年度までの継続
性を欠く結果となり、目標が未達
成となった。

②職業リハビリテーションセン
ターとの合同評価会議の実
施等相互連携によるリハビ
リテーションの評価、患者ご
とのプログラム改良及び退
院後のケアの実施及び患
者満足度調査の結果を患
者サービス委員会の活動
を通じて、業務の改善に反
映させる。

【アウトカム指標】
②患者の疾患や状
態に応じた最適な
医療の提供はもと
より、職場・自宅復
帰後の日常生活上
の指導・相談に至
るまでのきめ細か
い支援を通じて、
患者満足度調査に
おいて、それぞれ
入院90％以上、外
来80％以上、入外
平均85％以上の満
足度を確保する。

平
成
26
年
度
実
績

②患者満足度：83.5%（前年度
実績：91.4%）

※入院87.5％、入外平均83.5
％

【アウトプット指標】
年間12回を目標に職
業リハビリテーション
センタ－（高齢・障
害・求職者支援機
構）との間で、職業評
価会議を開催し、
個々の患者のリハビ
リテーションの評価を
行い、患者毎のリハ
ビリーションのプログ
ラムの改良及び退院
後のケア（ＯＡ講習
等）を実施し、社会復
帰の促進を図る。

○ 平成26年度実績評価：C評価の事業
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27番号：58 未達成の指標
【アウトカム指標】

理由 改善事項
平成27年度
目標26番号：56

技能実習生に対する
事故・疾病防止対策等
の実施のための経費

＜事業概要＞
①安全衛生対策検討
委員会を設置し、技能
実習生の事故・疾病
防止に関するマニュア
ルの作成を行う。
②安全衛生アドバイ
ザー及びメンタルヘル
スアドバイザーを配置
し、受入れ企業・団体
に対してアドバイザー
による相談・助言を行
うとともに、要請等に
基づき実地指導を行う。
③受入れ企業・団体に
対し技能実習生に係
る労災保険制度の適
用についての周知等
を行う。

（担当：職業能力開発
局海外協力課外国人
研修推進室）

平
成
26
年
度
目
標

技能実習1号の死傷者年千人
率が６．４８以下

実習開始後の期間が短い実習
生は、言語コミュニケーション上
の障壁等により、安全衛生指
導・教育の必要性が特に高いと
考えているところ、平成25年から
26年にかけて１号技能実習生が
約6万7千人から約8万3千人に
急増（2割強）する中、それに対
応するだけの効果的・効率的な
安全衛生指導・教育のツール・
仕組みが不足したためと考えら
れる。
さらに、事業効果の分散を招く原
因としては、委嘱専門家（安全衛
生アドバイザー等）による巡回指
導件数（平成26年度実績1,016
件）には限界がある中で、経験
が浅く日本語能力の低い実習生
にとって分かりやすい教材（母国
語、動画形式）等、効果的・効率
的な安全衛生指導・教育のツー
ルが不足していたことが考えら
れる。

効果的・効率的な安全衛生指
導・教育のツール・仕組みを
確立するため、各種教材（動
画形式の教材、技能講習・特
別教育用教材）を母国語に翻
訳し、雇入れ時教育等の活用
を推進するとともに、技能実
習法案が成立した場合には、
外国人技能実習機構におい
て、実地検査を通じた専門的
助言指導を充実させることとし
たい。

【アウトカム指標】
労働災害が発生しや
すい１年目の技能実
習生１号の死傷者年
千人率が６．４８以下
（本年度の実績が６．
４８以下の場合はそ
の数字）

平
成
26
年
度
実
績

技能実習1号の死傷者年千人
率が７．５６

【アウトプット指標】
①安全衛生アドバイ
ザーによる実地指
導の実施：780件
②メンタルヘルスアド
バイザーによる実
地指導の実施：140
件

○ 平成26年度実績評価：C評価の事業



○ 平成26年度実績評価：B評価の事業

27番号：5 未達成の指標
【アウトプット指標】

理由 改善事項
平成27年度
目標26番号：5

障害者職業能力開発
校施設整備費

＜事業概要＞
一般の職業能力開発
校で職業訓練を受ける
ことが困難な身体障害
者等に対して職業訓練
を実施するため、障害
者職業能力開発校で障
害特性に応じた専門的
な職業訓練を行う上で
必要な施設・機器の整
備を図る。

（担当：職業能力開発
局能力開発課）

平
成
26
年
度
目
標

障害者職業能力開発校での
充足率を80％以上とする。

求職障害者のうち、精神障害者
や発達障害者の求職申込件数
が急増しているものの、全ての
障害者職業能力開発校におい
て精神障害者や発達障害者に
対する訓練技法等が必ずしも十
分に習得されていないことから
精神障害者等に対応した訓練
コースの設定が少ないこと、また、
入校の申込みをしたものの、障
害の状態が安定せず訓練受講
の継続が難しいことから訓練受
講に至らない場合が多いこと等
が目標未達成となった原因であ
ると考えられる。

平成25年度より、就職を希
望する精神障害者や発達障
害者の増大に対応するため、
訓練指導員に対して訓練技法
等を提供する事業に取り組ん
でおり、引き続き支援難度の
高い障害者の受入体制を整
備していくとともに、労働市場
の動向、求職ニーズ・求人
ニーズ等を踏まえた訓練科目
の見直しを行い、より一層の
充足率の向上を図る。
また、平成27年度より、障害
の状態が安定しないことによ
り訓練受講の継続が難しく訓
練受講に至らない精神障害者
等について、障害の状態を安
定させ段階的に訓練時間を引
き上げる導入訓練（３か月以
内）を実施しており、導入訓練
後に中長期的な訓練（６か月
～２年）に確実につなげていく
ことにより、これまで受講に至
らなかった障害者の受入れを
促進する取組を引き続き行う。

【アウトカム指標】
障害者職業能力開
発校での就職率を
65%以上とする。

平
成
26
年
度
実
績

72.0%
（当該年度定員：1,635人、入
校者数：1,178人）

【アウトプット指標】
障害者職業能力開
発校の施設・訓練機
器の整備及び設備
工事について、予算
の範囲内で、かつ予
定工期内に施行され
るよう計画的に執行
する。
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27番号：10
事業内容 理由

平成27年度
目標

目標設定の理由及び
その水準の考え方26番号：－

長期にわたる療
養が必要な労働
者のための復職
等支援（新規）

（担当：労働基準
局労災管理課）

当
初
の
事
業
内
容

長期療養が必要な疾病を抱えた
労働者の復職支援を行う「復職等
支援コーディネーター」の養成を
行い、医療機関と事業場の橋渡し
を行うモデル事業を実施すること
で、長期療養が必要な患者が職
場復帰をする際の課題を明らか
にする。

平成27年度に２回調達を実施したが、
応札者がおらず不調となっていると
ころである。このため、１回目の調達
を含む全ての入札説明書を手交した
業者から意見を聴取したところ、ほと
んどの業者より、「前回の事業内容
（新たに復職支援コーディネーターを
確保し、医療機関と事業場の橋渡し
をさせ、長期療養者の復職支援を行
うモデル事業を実施。）は業務内容
が多岐にわたり、事業規模が大きく
実施できない。」との回答があった。
このため、モデル事業を行わずヒア
リング調査を行うよう仕様を変更す
る。

【アウトカム指標】
本事業において、ヒアリ
ング調査を実施した者
に、本事業で取りまとめ
た報告書を送付し、「今
後の復職等支援に有効
かどうか」についてのア
ンケートを行い、「有効
である。」旨の回答を、
回答があった者の80％
から得る。

長期にわたる療養が必
要な疾病を抱えた労働
者が治療を終えて復職
する際や治療を行いな
がら就労継続する際に、
企業の人事労務担当
者・産業医と病院の主
治医間で当該労働者に
係る治療状況や病状等
の情報共有が適切に行
われず、病院、企業双
方において勤務状態・
病状等を踏まえた適切
な治療・労務管理等が
行われていない状況が
発生しており、長期にわ
たる療養が必要な疾病
を抱えた労働者が職場
復帰し、就労継続する
ことが困難となっている
ことから、復職等支援
の課題及びその解消法
について取りまとめた
報告書を作成し、今後
の復職等支援に活用で
きるよう目標を設定した。

変
更
後
の
事
業
内
容

① 復職等支援を行っている団体
等から、復職等支援に係る取
組内容等について、ヒアリング
調査を実施し、その結果につい
てとりまとめ

② ①で取りまとめた結果について、
検討を行う検討委員会の開催・
運営

③ ②検討委員会での議論につい
て取りまとめた報告書の作成

【アウトプット指標】
労働者の復職等支援に
係る取組に係る課題や
その解消策を取りまとめ
た報告書を作成し、公表
する。

○ 平成27年度中に事業内容を変更する事業


